自己診断チェックシート
【審査方法】A：書類審査・・・就業規則、その他の資料等書面により確認
　　　　　　　B：実地審査・・・口頭説明を含む何らかの方法により確認
【配点】　　①実施している場合・・・1点、
②3年以内に取組を実施する予定の場合・・・0.5点　
③その他の取組を実施していたり、制度の利用実績がある場合、加点されます。
Ⅰ　性別にとらわれず、従業員の能力を生かす人事管理等の取組
	審　　　査　　　項　　　目
	審査
	採点

	（１）人事管理面での配慮

	募集・採用について、男女とも同じ条件にしている
※合理的理由なく、身長、体重、体力等を要件とする間接差別を行わない
	Ｂ
	

	役員や面接担当者に対し、男女均等で公正な採用に関する研修を実施している
※募集・採用に関する、統一認識・情報共有などを目的とするもの
	Ｂ
	

	採用決定に対して意見ができる者に、男女両方を登用している
	Ｂ
	

	各業務に必要な知識やスキルを整理し、仕事の手順を明確化し、従業員に周知している
※業務マニュアル・手順書等の整備
	Ａ
	

	性別ではなく、従業員それぞれの能力と適正に合った人事配置をしている
	Ｂ
	

	昇任・昇格基準を明確化し、従業員に周知している
	Ａ
	

	人事考課等を行う者に対し、男女均等に公正な評価を行うための研修を実施している
	Ｂ
	

	管理職への女性の登用を進めている
※「管理職」は、部長や課長など部署の管理業務に従事する者とします。職名が異なる場合は適宜判断してください。
	Ｂ
	

	女性の管理職の登用率がすでに30％以上である、又は30％以上にする数値目標とその期限を設定している
	Ｂ
	

	（２）キャリア・アップ等に関する支援

	キャリア・アップ、スキル・アップのための学習の機会がある
	Ｂ
	

	資格取得等に要する費用の助成を行うなど、能力向上を目指す従業員に対する支援制度がある
	Ａ
	

	自己啓発のための休暇がある
	Ａ
	

	（３）その他

	・上記以外の取組を実施している場合・・・1点加算
・上記以外の取組で、3年以内に実施する予定の場合・・・0.5点加算
	Ａ
又はＢ
	

	Ⅰ計（最大13点）
	


Ⅱ　仕事と家庭の両立支援の取組
	審　　　査　　　項　　　目
	審査
	採点

	（１）子育てに関する支援制度

	育児休業制度
	就業規則に定めている
	Ａ
	

	
	男女ともに対象とした育児休業制度の場合、1点加算
	
	

	
	過去3年間に女性従業員の利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	

	
	過去3年間に男性従業員の利用者がいる場合、1点加算
	
	

	勤務時間短縮等の措置
	①短時間勤務制度、②フレックスタイム制度、③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ制度、④所定外労働をさせない、⑤事業所内託児施設の設置の5つの措置（以下「5措置」という）のうち、2つ以上制度化している場合、1点加算
	Ａ
	

	
	3年以内に、5措置のうち2つ以上制度化する予定の場合、0.5点加算
	Ｂ
	

	
	過去3年間に利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	

	子の看護
休暇制度
	就業規則に定めている　1点
	Ａ
	

	
	過去3年間に利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	

	（２）介護に関する支援制度


	介護休業制度
	就業規則に定めている
	Ａ
	

	
	過去3年間に利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	

	勤務時間短縮等の措置
	①短縮時間勤務制度、②フレックスタイム制度、③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、④介護サービス費用の助成の4つの措置（以下「4措置」という）のうち2つ以上を制度化している場合は1点加算
	Ａ
	

	
	3年以内に、4措置のうち2つ以上制度化する予定の場合、0.5点加算
	Ｂ
	

	
	過去3年間に利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	


	介護休暇制度
	就業規則に定めている
	Ａ
	

	
	過去3年間に利用者がいる場合、1点加算
	Ｂ
	


	審　　　査　　　項　　　目
	審査
	採点

	（３）制度を利用しやすい職場づくり

	育児・介護休業取得者の代替要員を確保する等の配慮をしている
※業務の再配分、人事ローテーション等による配置転換、派遣労働者の受け入れ及び新たな採用等の適切な措置を採ることによって、育児・介護休業をする従業員が行っていた業務を円滑に処理する方策を講じている。
	Ｂ
	

	育児・介護休業取得者が、休業後、円滑に職場復帰できるよう配慮している
※休業中の情報提供や職場復帰のための、講習・研修の実施、休業前の職務に配置するなど、休業者にとって不利益な取り扱いにならないよう配慮している。
	Ｂ
	

	（４）その他

	・上記以外の取組を実施している場合・・・1点加算
・上記以外の取組で、3年以内に実施する予定の場合・・・0.5点加算
	Ａ
又はＢ
	

	Ⅱ計（最大17点）
	


Ⅲ　男女がともに働きやすい職場づくりの取組
	審　　　査　　　項　　　目
	審査
	採点

	（１）職場環境の改善

	「男は主要業務、女は補助的業務」等、性別による固定的な役割分担をしない
	Ｂ
	

	男女の役割分担意識の解消に向け、従業員への意識啓発を行っている
※外部セミナー等への参加、会社研修の実施、資料の作成・配布、朝礼での訓示、日々の声掛け等
	Ｂ
	

	社内の状況把握のため、従業員の意見を聞く機会を設けている
※全従業員を対象としたアンケートの実施、意見箱の設置、意見交換会、事業主との個別面談、相談体制の整備等による、働きやすい職場環境を実現するための意思把握
	Ｂ
	

	年次有給休暇の計画的な取得促進のための工夫を行っている
※年休取得の半日単位化や、連続休暇取得のための取り組み、業務相互支援体制の整備等
	Ｂ
	

	男女雇用機会均等推進者、職業家庭両推進者及び短時間・有期雇用管理者を選任している

※企業全体の雇用管理方針の中で、上記の者をすべて選任しているか（※有期雇用管理者は対象の事業所のみ）
	Ｂ
	

	（２）セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業などに関するハラスメント、パワーハラスメントの防止

	セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業などに関するハラスメント、パワーハラスメント防止に関する方針を明確化し、従業員に周知している
※ハラスメント行為者に対して厳粛に対処する旨の方針・対処内容を就業規則等に定め、また、ハラスメント防止に関する方針を広報誌・チラシ等への掲載・配布等を行って、全従業員に周知している。
	Ａ
	

	セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業などに関するハラスメント、パワーハラスメント防止に対して相談窓口を設置している　　※社内、社外を問わない
	Ａ
	

	セクシュアル・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業などに関するハラスメント、パワーハラスメントが生じた場合の対応を就業規則に定め、従業員に周知している
※迅速かつ正確な事実確認、行為者・被害者への懲戒（就業規則化必須）や配置転換、関係者のプライバシー保護及び不利益取扱禁止（行為者を除く）等の他対応手順を全従業員に周知している。
	Ａ
	

	（３）母性健康管理に関する措置

	妊娠中及び出産後の保健指導や健康検査を受けるために必要な時間を確保している
※女性労働者が妊産婦のための保健指導や健康検査を受けるための時間を確保しなければならない事業主の義務を就業規則等に規定している。
	Ａ
	

	医師から受けた指示を守れるよう適切な措置を講じている
※妊娠中及び出産後の女性従業員が受けた健康診査等に基づく医師の指導事項を守れるように事業主が講じなければならない勤務時間の変更や勤務の軽減等必要な措置について就業規則等に規定している。
	Ａ
	

	（４）その他

	・上記以外の取組を実施している場合・・・1点加算
・上記以外の取組で、3年以内に実施する予定の場合・・・0.5点加算
	Ａ
又はＢ
	

	Ⅲ計（最大11点）
	

	Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ合計（最大41点）
認定要件　①従業員数300人以上・・・7割（29点）以上
　　　　　　　　　　　　　　　②従業員数300人未満・・・5割（21点）以上
	


